
２０１１年 地上アナログ放送終了に伴うテレビの排出台数予測
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アナログテレビ放送からデジタルテレビ放送への移行

２００３年１２月
関東・中京・近畿の
三大広域圏で放送開始

２００６年末までに
全国の県庁所在地で
順次放送開始

２０００年１２月
放送開始

● ２００６年１２月 全国の県庁所在地で地上デジタル放送が開始され、約３，９５０万世帯
（全世帯の約８４％）が直接受信可能。２０１１年に向けて、今後受信可能エリアは拡大。

【地上デジタル推進全国会議資料より】

●地上アナログ放送は、２０１１年７月までに終了することが国の法令により定められている。
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2011年７月まで
に終了



テレビの需要予測
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CRT LCD PDP
【万台】

【年】

液晶テレビは１０Ｖ型以上を対象

● ２００６年の出荷は、約８１０万台で前年を割り込んだが、２０１１年のアナログ放送終了に
向けてデジタルテレビへの買い替えが進み、２０１０年 ２０１１年は約１，１００万台に増加。

・ ２０１１年までは、ＪＥＩＴＡ『ＡＶ主要品目世界需要予測（２００７年２月）』による。
・ ２０１２年－２０１３年は ＪＥＩＴＡ・デジタル家電リサイクル委員会にて予測。
・ ２００６年までは出荷実績。 2
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テレビの買替え需要に基づく排出数量予測

0

200

400

600

800

1,000

1,200

'00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13

CRT LCD PDP メーカー処理【万台】

〔仮定〕
・ ２００７年までは テレビの平均使用年数を１０年、０－１９年の正規分布に従って排出される。
・ 排出分布による排出数量と需要予測との差異は、ＣＲＴテレビが排出される。
・ アナログ放送終了時点で視聴されずに家庭に残るテレビの排出数量の予測はここでは行わない。

【年】
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● ２００８年－２０１１年は、テレビの需要はデジタルテレビへの買換え需要が中心と仮定し、

需要と同数のテレビが排出されると仮定した。



２０１１年：アナログテレビ残存数予測
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●アナログテレビの残存台数：
２００６年 ８，５８０万台 ⇒ ２０１１年 ３，５４３万台

【万台】

【年】

3,543

6,105

地上デジタル対応の機器と組み
合わせて使用

２，１１５万台

地上デジタルチューナー内蔵ＤＶＤ、
デジタルＳＴＢ（ＣＡＴＶ）と組み合わせ
て使用

＊１，９９６万台

デジタルチューナーに接続して使用

１１９万台

地上デジタル対応の機器の需要予測を
もとに、デジタル放送を受信しない可能

性のあるアナログテレビ １，４２８万台

排出可能性 ０台～１，４２８万台

＊デジタルＳＴＢ、地上デジタル内蔵ＤＶＤの合計
３，９９１万台の内、約半分がアナログテレビと
組み合わせて使用されると仮定

２，８２０万台地上デジタルチューナ内蔵ＤＶＤ

１，１７１万台デジタルＳＴＢ（ＣＡＴＶ用）

【参考：２０１１年時点での 地上デジタル機器の累計普及台数】

7,812

テレビの普及台数 約１億台

6,812

5,817

4,682

０６年末時点でのアナログテレビ
の残存数量は８，５８０万台あり、
そのうち、５,０００万台が今後５年
間で買替えのため、排出される。
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8,580

4,966

3,831
2,776

1,836
1,067

1,428

2,115

これに加えて、２０１１年前後に
最大で１,４２８万台が排出される
可能性がある。
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台 CRT LCD PDP アナ停影響分

２０１１年前後のアナログテレビの排出可能性の考察（年）

・ アナログテレビの排出可能性分（１，４２８万台）が２０１１年から２０１３年に全量排出。地上アナログ放送終了時期からの１年
間でその約６割の831万台が排出されると仮定 （2010年 71万台,2011年 643万台,2012年 500万台,2013年 214万台）

●買替えに伴う排出に加えて、アナログ放送の終了により視聴されないアナログテレビが、
家庭内に退蔵されずに２０１１年を中心に全量排出されるとした場合、２０１１年には、
買替えに伴う排出分の１．５倍程度のアナログテレビが排出されることも想定される。

買替え排出分
（ほぼ全量排出）
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アナログ放送終了により視聴
されないアナログテレビ 約１,８００万台
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【万台】 CRT LCD PDP アナ停影響分

２０１１年前後のアナログテレビの排出可能性の考察（月）

・ 買替え排出分の季節変動は平成１７年度実績の構成比を参考に、アナログ放送終了前１年間における構成比率を高めた。
（２０１０後半－２０１１前半を増、２０１０前半と２０１１後半を減）
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買替え排出分

地上アナログ放送終了

●地上アナログ放送終了前は買替えに伴う排出が増加し、終了後には地上デジタル放送に対応
せずに排出されるアナログテレビが排出される割合が高まる。

←買替え排出高め→ ←アナ停影響分排出高め→



①買替え排出以外の増加可能性分が、１年間で排出されず３－４年に分けられて排出されると
仮定すれば、２０１１年の排出量は約１,８００万台となる。
②このうち、７割がメーカーに引渡されるとすれば、約１,３００万台となるが、この割合であれば、

０８年時点の処理設備の２シフト対応で処理可能となる。
③これ以上の戻り率への対応は、プラントの設備増強で対応。

排出の可能性 と ブラウン管式テレビのメーカー処理能力

１，０００

２，０００

万台

０

買
替
排
出

０６年の１シフトでの
テレビの処理能力

０８年時点の
処理能力見込

ア
ナ
ロ
グ
放
送
終
了
に
よ
る
増
加
可
能
性
分

1,428
万台
↑
↓
０台

※

2,567万台

※買替分と視聴しないアナログテレビのすべてが国内で１年間に排出されメーカースキームに戻る場合の合計数量

２
シ
フ
ト

70％50％

570
万台

800
万台

550万台

385万台
０５年度
処理実績

700万台

1,400万台

11年時点の
処理能力対応

２
シ
フ
ト

１
シ
フ
ト

１
シ
フ
ト

1,300
万台

100％ ※

1,139
万台

毎年、排出割合に応じて
能力ＵＰを検討.
2,567万台排出されても
対応
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月間処理能力
１シフト 58万台
２シフト 116万台

900
万台

5ページ予測での
排出量
約1800万台

1,800
万台

2,567万台
の70%

1,300
万台

1,800万台
の70%

2,567万台
の50%

1,800万台
の50%



２０１１年に向けてブラウン管テレビ排出増予測に対する取組み

処理能力のアップの検討
・ 薄型テレビは０７年度以降に本格的な需要期に入り、この需要

は家庭での買い増しではなく、買い替えが中心。
よって、購入分に対し、ほぼ1対１の割合で家庭からテレビの
排出がされるものと想定し、テレビの排出は今後1年間に１０％
以上伸びると想定し、１シフトでの処理能力を増強する。
・ また、今後、メーカーへ戻される割合が高まることも想定し、排
出割合を注視し、適宜処理能力検討し対応する。

処理能力をアップのためには
・ 設備能力をアップするには、Ｐ／Ｆ※分割機の導入が必要で

あるが、設置期間、設置費用の面からも比較的容易に増設が
可能である。（ ※ ブラウン管のパネル部（前部）とファンネル部（後部） ）
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